
 

 

 

第２次酒田市男女共同参画推進計画 

～ウィズプラン～ 

令和３年度 進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年９月 

 

酒田市男女共同参画推進本部 



 

目  次 

 

○第２次酒田市男女共同参画推進計画～ウィズプラン～の概要・・・・・・・・・1 

○施策体系一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

○令和３年度 進捗状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

 ・数値目標（活動指標）の進捗状況 

 

 

 

 



1 

 

第２次酒田市男女共同参画推進計画～ウィズプラン～の概要 

１ 経過 

本市では平成 15年 3月に旧酒田市で、平成 21年 3月に新酒田市で「酒田市男女共同

参画推進計画～ウィズプラン～」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた様々な施

策を展開してきました。 

しかしながら、平成29年に実施した「男女が共に暮らしやすいまちづくりを進めるた

めの市民アンケート調査」の結果によると、家庭、職場、地域など、様々な場面における、

性別による固定的な役割分担意識や不平等感は、解消されたとは言えない状況です。さ

らに、ＤＶ(ドメスティック･バイオレンス)や、セクシュアル・ハラスメントなど様々な

形態の人権侵害が存在しているなど、人権が尊重され、誰もがその個性と能力を発揮し

て自分らしく生きることができる社会の実現には、解決すべき課題が多く残されていま

す。また、少子高齢化、家族形態や地域社会の多様化など、社会情勢が日々変化している

中で、私たちが生活していく上での課題も多様化・複雑化してきています。 

こうした現状を踏まえ、これまでの本市の取組みを検証し、男女共同参画社会の実現

に向けた取組みを一層推進するため、「第2次酒田市男女共同参画推進計画～ウィズプラ

ン～」を平成31年3月に策定しました。 

 

２ 計画の期間 

計画の期間は、令和元年度から令和10年度までの10年間としています。 

計画期間の中間年となる令和5年度に必要な見直しを行うこととし、令和6年度以降を

後期計画期間と位置付けています。 

 なお、社会状況の変化等により必要が生じた場合には、随時見直しを行うものとして

います。 

 

３ 計画の推進 

  【市民・団体等との連携】 
    本市では、市、県、国等の行政機関に加え、民間の各種団体等も男女共同参画社会

の実現に向けて様々な活動をしています。それらの機関・団体等との情報共有と連携

強化を図るとともに、適切に役割を分担しながら、本市の男女共同参画を推進します。 

    また、女性活躍推進懇話会において、女性活躍等に関連する施策について意見交換

を行い、本市の施策に反映していきます。 

 
【庁内の推進体制】 

    市長、副市長、各部課長等を構成員とする「酒田市男女共同参画推進本部」を庁内

に設置し、各種施策が男女共同参画の視点を踏まえたものになっているか確認し、全

庁的な情報共有と連携により、本計画を総合的かつ計画的に推進します。 

 
【計画の進行管理】 

    基本目標ごとに成果指標を設定し、計画見直し時期となる令和5年度に、酒田市男女

共同参画推進本部において達成状況の確認を行い、その結果を後期計画に反映します。

また、各取組みの活動指標も設定し、毎年活動状況の進捗確認を行います。 



第２次酒田市男女共同参画推進計画　施策体系一覧表

総合目標「あなたらしく　わたしらしく　暮らせるまち」

基本施策 主要施策 施策の内容 主な担当課

①総合的な人権啓発活動の推進

◆酒田人権啓発活動地域ネットワーク協議会と連携し
た活動の推進
◆福祉・国際・文化芸術政策等と連携した啓発活動の
推進

地域共生課
まちづくり推進課
交流観光課
学校教育課
社会教育文化課

②多様な媒体による広報・啓発活動の推進
◆市広報や市ホームページ、情報誌等各種媒体を通じ
た広報活動

地域共生課

③男女共同参画拠点施設の運営
◆男女共同参画推進センター「ウィズ」の周知と機能
強化

地域共生課

①アンコンシャス・バイアスの解消
◆アンコンシャス・バイアスへの気付きの促進
◆性別にとらわれない表現の普及と生活環境の整備促
進

地域共生課
市長公室
人事課
各課

②性的マイノリティ等への配慮
◆性同一性障害を持つ方などが暮らしにくい環境の改
善

地域共生課
学校教育課

①男女共同参画を推進する学校教育活動の推進 ◆あらゆる場面における男女平等教育の推進 学校教育課

②男女共同参画意識を育む家庭教育の促進
◆男女共同参画を意識した家庭教育講座の開催
◆広報等での関連情報の発信

地域共生課
社会教育文化課

③男女共同参画を学習する機会の充実
◆男女共同参画推進センターにおける講座開催
◆地域での講座や研修会等の開催促進
◆企業や団体等との連携による学習機会の充実

地域共生課
商工港湾課
まちづくり推進課
社会教育文化課

④指導的立場を担う人材の育成
◆指導的立場を担う人材のスキルアップ
◆男女共同参画関連活動を行う団体の支援

地域共生課
まちづくり推進課
社会教育文化課

①男女共同参画推進センター「ウィズ」の運営
◆拠点施設への専門職員の配置
◆関連情報の収集・発信
◆団体・グループ活動の支援と連携

地域共生課

②市民意識調査の実施
◆男女共同参画意識に関する市民アンケート調査の実
施
◆講座等の開催に関する市民ニーズ調査の実施

地域共生課

①政治分野への女性の参画促進
◆政治分野における男女共同参画の推進に関する法律
の推進

地域共生課

②行政委員等への女性の参画促進 ◆教育委員や農業委員などへの女性の参画促進
地域共生課
人事課
各行政委員会

③審議会委員への女性の参画促進
◆委員委嘱手続きのルール化
◆関係団体等への働きかけ

地域共生課
人事課
各課

④市役所管理職等への女性の積極的な登用 ◆特定事業主行動計画の着実な推進
地域共生課
人事課
各課

（２）企業や団体等の方針決定
の場における男女共同参画を促
進します

①企業等の方針決定の場への女性の参画促進 ◆経済団体等への働きかけ

地域共生課
商工港湾課
農政課
農林水産課

①男女の意識改革の促進 ◆意思決定過程への女性参画の必要性の周知 地域共生課

②人材育成のための学習機会の充実
◆人材育成プログラムの活用
◆人材育成につながるウィズ講座の開催
◆市役所女性職員のキャリア養成研修の実施

地域共生課
人事課

③ネットワークづくりの推進
◆女性活躍推進懇話会の開催
◆ウィズ登録団体のネットワーク化

地域共生課
商工港湾課
子育て支援課
農政課

①地域団体等の役職への女性の参画促進
◆自治会やＰＴＡ活動等の方針決定過程への女性の参
画促進

地域共生課
まちづくり推進課
学校教育課

②男女共同参画を意識した地域活動の促進 ◆男女共同参画を意識した地域活動の促進
地域共生課
まちづくり推進課

①男女共同参画の視点に立った防災対策の推進
◆防災活動における男女共同参画の必要性の周知
◆地域防災会議委員への女性の積極的な登用
◆男女共同参画の視点を持った避難所運営体制の整備

地域共生課
危機管理課

②地域防災活動への女性の参画促進
◆自主防災組織等への女性の参画促進
◆消防分野における女性の活躍促進

地域共生課
危機管理課

①ひとり親家庭の自立の促進
◆ひとり親への就労支援と支援制度の周知
◆相談体制の充実

子育て支援課

②障がい者の社会的自立の促進
◆障がい者就労促進と福祉的就労の充実
◆地域社会との交流機会の充実

福祉企画課
商工港湾課

③在住外国人も暮らしやすい環境づくり
◆日本語の学習支援
◆外国語生活ガイドブック等の発行
◆市民との交流機会の創出

地域共生課
健康課

④高齢者の就業等社会参加の促進
◆シルバー人材センターの運営支援
◆高年齢者の多様な就業機会の創出
◆生涯活躍のまち構想の推進

地域共生課
高齢者支援課
商工港湾課

基本
目標

施策の方向

Ⅰ
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あ
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社
会
づ
く
り

Ⅱ

（１）男女共同参画意識を高め
るための広報・啓発を行います

（２）性別による固定的役割分
担意識の見直しを進めます

男女が個人として
尊重される人権意
識の普及・啓発

１

（１）あらゆる世代が男女共同
参画を学べる機会を充実します

（２）男女共同参画に関する情
報を収集・調査し発信します

男女共同参画を推
進する教育と学習
の充実

２

（１）政治・行政の政策・方針
決定過程への女性の参画を促進
します

（３）人材の育成とネットワー
クづくりを進めます

政策・方針決定過
程における女性の
参画促進

３

（１）地域活動等における身近
な男女共同参画を促進します

（２）防災分野における男女共
同参画を促進します

（３）多様な人材の社会活動へ
の参画を促進します

地域社会における
男女共同参画の推
進

４
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第２次酒田市男女共同参画推進計画　施策体系一覧表

総合目標「あなたらしく　わたしらしく　暮らせるまち」

基本施策 主要施策 施策の内容 主な担当課
基本
目標

施策の方向

①雇用等に関する法律や制度の定着促進

◆雇用等に関する法の趣旨や各種支援制度内容の周知
◆女性活躍支援員による啓発
◆女性応援ポータルサイトの運営
◆職場におけるアンコンシャス・バイアスの解消

地域共生課
人事課
商工港湾課
健康課

②管理職等への女性の登用促進
◆女性の積極的な管理職登用の促進
◆女性応援ポータルサイトの運営
◆市役所における女性の管理職登用の推進

地域共生課
人事課
商工港湾課
契約検査課

③ハラスメント等防止対策の促進 ◆ハラスメント防止に関する啓発
地域共生課
商工港湾課

①方針決定過程における男女共同参画の促進
◆商工業・農林水産業関係団体等への女性の参画促進
◆農業委員等への女性の参画促進

地域共生課
商工港湾課
農政課
農林水産課
農業委員会

②自営業等における女性の処遇改善
◆男女が共に経営に参画するための学習機会の充実
◆法人化の促進
◆農業者の家族経営協定締結の促進

地域共生課
商工港湾課
農政課
農林水産課
農業委員会

①育児、介護等を行う労働者の継続就労支援
◆育児等を行いながら働く労働者への各種支援制度の
周知
◆酒田市版労働慣行の確立

地域共生課
商工港湾課

②男女が共に働きやすい就労環境の整備促進

◆ワーク・ライフ・バランスに取り組む企業を支援し
ます
◆女性活躍支援員の配置（再掲）
◆ハラスメント防止対策の推進
◆長時間労働是正に向けた取組みの普及促進

地域共生課
人事課
契約検査課
商工港湾課

①家事・育児・介護等への男性の参画促進
◆各種講座による男性の家事育児等参画の促進
◆家事・育児等の関係団体への男性の参画促進

地域共生課
子育て支援課
高齢者支援課
健康課
社会教育文化課

②アンペイドワークへの理解促進
◆男性の家事等参画に対する周囲の理解促進
◆アンペイドワークの価値の再認識の促進

地域共生課

①保育・介護等サービスの充実

◆保育ニーズに対応した保育等の提供
◆学童保育の充実
◆介護離職を防ぐための介護サービスの提供
◆家事援助サービス等の情報の発信

子育て支援課
高齢者支援課

②相談事業の充実 ◆関係機関と連携した相談体制の充実

地域共生課
子育て支援課
健康課
高齢者支援課

①女性の意識啓発
◆女性活躍推進市民フォーラムの開催
◆人材育成プログラムの活用
◆市役所における女性職員の意識啓発

地域共生課
子育て支援課
健康課
高齢者支援課

②ポータルサイトの運営 ◆セミナー等の情報を集約・発信 地域共生課

①女性の再就業やさらなるキャリアアップの支
援

◆マザーズジョブサポート庄内との連携
地域共生課
商工港湾課
子育て支援課

②女性の多様な働き方の支援 ◆産業振興まちづくりセンターでの創業等支援
地域共生課
商工港湾課
農政課

（３）性別により職域を限定し
ない働き方を促進します

①職域拡大の促進
◆職域拡大に取り組む企業の支援
◆消防分野における女性の活躍促進（再掲）
◆ロールモデルの紹介

地域共生課
契約検査課

①暴力防止に関する意識啓発
◆市広報や市ホームページ、講演会等を通じた啓発
◆情報誌、チラシ、パネル展示等を通じた啓発

地域共生課
子育て支援課
高齢者支援課
まちづくり推進課

②ＤＶ等に関する正しい知識の普及
◆ＤＶ等の暴力防止講座の開催
◆若年層を対象としたデートＤＶ防止講座の開催

地域共生課

①相談窓口の周知
◆市広報や市ホームページ等による周知
◆チラシの配布・配置

地域共生課
まちづくり推進課
子育て支援課

②相談体制の充実
◆関係機関との連携強化
◆相談対応者のスキルアップ

地域共生課
まちづくり推進課
福祉企画課
子育て支援課
健康課
高齢者支援課
学校教育課

③被害者サポート体制の充実
◆関係機関と連携したサポート体制
◆必要に応じた緊急一時保護の実施

地域共生課
まちづくり推進課
福祉企画課
子育て支援課
健康課
高齢者支援課

９
生涯を通じた健康
づくりの推進

（１）性差に対する理解と生涯
を通じた健康づくりを促進しま
す

①性と生殖に関する正しい知識の普及・啓発

◆リプロダクティブ・ヘルス／ライツの概念普及
◆不妊治療等に関する正しい知識の普及と支援
◆思春期健康教育の充実
◆性差に配慮した環境の整備

地域共生課
健康課
学校教育課

②予防対策の充実

◆性感染症や薬物乱用による悪影響等の知識普及
◆がん検診等の受診の促進
◆受動喫煙の防止
◆生涯を通じた健康管理のための相談対応

健康課
学校教育課

③心と体の健康づくりの推進

◆うつ病予防・自殺防止等に関する啓発
◆こころの健康相談
◆スポーツ・レクリエーションの推進
◆健康教育等を通じた健康体操等の定着

地域共生課
健康課
スポーツ振興課

７

Ⅲ

い
き
い
き
と
働
く
こ
と
が
で
き
る
環
境
づ
く
り

多様な分野での女
性の活躍の推進

（１）雇用等における男女の均
等な機会と待遇を確保します

（２）自営業等における男女共
同参画を促進します

（１）ワーク・ライフ・バラン
スに配慮した職場環境づくりを
推進します

職域における男女
の均等な機会と待
遇の確保

５

（２）家庭生活における男女共
同参画を促進します

（３）子育て、介護のための社
会的支援の充実を図ります

ワーク・ライフ・
バランスの推進

６

（１）女性のスキルアップ機会
を充実します

（１）女性に対するあらゆる暴
力を防ぐ環境を整えます

（２）女性のチャレンジを支援
します

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り

Ⅳ
あらゆる暴力の根
絶とサポート体制
の充実

８

（２）相談体制、サポート体制
を充実します

女性活躍推進計

画に位置付け

ＤＶ対策基本計画

に位置付け
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　第２次酒田市男女共同参画推進計画 ～ウィズプラン～ の進捗状況について

　［計画期間］

　　令和元年度から令和１０年度までの１０年間。計画期間の中間年となる令和５年度に必要な見直しを行い、令和６年度以降を後期計画と位置付け。

　［数値目標（活動指標）の進捗状況］

基本目標Ⅰ　多様性を尊重する意識づくり

成果指標　■ジェンダーによる不平等を感じる割合　　52.1％（2017年・H29）　⇒　40.0％（2022年・R4）

主な担当課
計画策定時

基準値

R1年度 実績

（2019年度）

R2年度 実績

（2020年度）

R3年度 実績

（2021年度）
目標値 進捗率

進捗

状況

R3年度進捗状況の要因分析

及び今後の取組み

施策の方向１　男女が個人として尊重される人権意識の普及・啓発

（１）男女共同参画意識を高めるための広報・啓発を行います

①ウィズのホームページ年間アクセス件数 地域共生課
1,548件

（H29年度）
11,419件 21,030件 32,910件

11,500件

（R1年度）
100%超 ◎ ウィズの各種講座、相談、女性活躍推進等の各種情報を掲載することでアクセス数が前

年度比で約1.5倍と伸びている。今後もタイムリーな情報発信に努める。

（２）性別による固定的役割分担意識の見直しを進めます

②ウィズ出前講座受講団体数（累計） 地域共生課
6団体

（H31年2月末）
19団体 21団体 22団体

50団体

（R4年度）
36% △

新型コロナの影響により地域活動の機会が減少したため1回の開催にとどまった。令和４

年度は活動再開の兆しがみられるため、より伝わりやすい内容を工夫しながら家庭・地域

における意識啓発を行っていく。

施策の方向２　男女共同参画を推進する教育と学習の充実

（１）あらゆる世代が男女共同参画を学べる機会を充実します

③小中学校での男女混合型学級名簿作成割合 学校教育課

56.6％

（H30年10月

末）

62.1% 89.7% 93.1%
100％

（R4年度）
84% ○

各校で男女混合名簿を進め、令和３年度は小学校２校を除き、すべて男女混合名簿

となっている。（令和４年度は全小・中学校で男女混合名簿を使用）

性別を名簿に記載しない学校もあり、性的マイノリティへの配慮が進んでいる。

④チェリア塾基本コース修了市民数（累計） 地域共生課
39人

（H30年度）
39人 39人 39人

50人

（R4年度）
0% △

令和３年度は村山会場で開催され受講者はいなかった。令和4年度は庄内会場で開

催されることから、広報等での受講呼びかけと費用助成により参加を促進する。

⑤ウィズ講座等年間参加者数 地域共生課
668人

（H29年度）
705人 453人 1,339人

700人

（R1年度）
100%超 ◎

時短家事セミナー、学生向けＬＧＢＴ講座やデートＤＶ防止講座、マタニティ教室での

ミニ講座等、多くのウィズ講座を開催したことで参加者数が増加した。今後も、男女共同

参画に関する多様な学習機会を提供していく。

（２）男女共同参画に関する情報を収集・調査し発信します

⑥ウィズのホームページ年間アクセス件数（再掲） 地域共生課
1,548件

（H29年度）
11,419件 21,030件 32,910件

11,500件

（R1年度）
100%超 ◎ ウィズの各種講座、相談、女性活躍推進等の各種情報を掲載することでアクセス数が前

年度比で約1.5倍と伸びている。今後もタイムリーな情報発信に努める。

⑦ウィズ図書の年間貸出し冊数 地域共生課
71冊

（H29年度）
65冊 39冊 44冊

92冊

（R2年度）
0％未満 △

新型コロナ対策に伴う臨時休館の影響もあり貸出数は伸びていない。図書スペースやホー

ムページ等でのＰＲに努め、ウィズ図書の認知度を高めていく。

項　目

総合目標「あなたらしく わたしらしく 暮らせるまち」 まわりの人のことも、自分自身のことも認め合い、その能力を最大限発揮できるまちを目指します

○進捗率及び進捗状況の考え方

■計画策定時の直近値（基準値） ⇒ 目標値 への進捗状況を「進捗率」としています。 「進捗率」＝（R3年度実績値－基準値）／（目標値－基準値）

■R3年度は、計画開始年度（R1・2019）～目標値年度（R4・2022）の4年間の3年目のため、3年/4年＝75％以上の進捗率であれば概ね順調としています。

【進捗状況の区分】 ◎：進捗率100％以上＝「目標達成」 ○：進捗率75％以上＝「概ね順調」 △：進捗率75％未満＝「遅れている」
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基本目標Ⅱ　男女がともに支えあう社会づくり

成果指標　■審議会等委員への女性の登用率　　25.7％（2017年・H29）　⇒　35.0％（2022年・R4）

主な担当課
計画策定時

基準値

R1年度 実績

（2019年度）

R2年度 実績

（2020年度）

R3年度 実績

（2021年度）
目標値 進捗率

進捗

状況

R3年度進捗状況の要因分析

及び今後の取組み

施策の方向３　政策・方針決定過程における女性の参画促進

（１）政治・行政の政策・方針決定過程への女性の参画を促進します

①市議会議員選挙立候補者に占める女性の割合 地域共生課
14.3％

（H29年度）
－ － 13.3%

28.6％

（R3年度）
0％未満 △

前回の選挙に比べ微減となっており、本市でも政治分野への女性の参画は依然として進

んでいない。女性活躍推進・男女共同参画の取り組みを進めることにより、女性が参画し

やすい環境づくりに努めていく。

②行政委員会委員に占める女性の割合
各行政委員

主管課

16.7％

（H30年度）
19.5% 19.0% 19.0%

20％

（R4年度）
70% △

【教育委員:50％（４人中２人）】

女性委員の半数登用を維持している。引き続き、選考の際に配慮するなど登用を進め

る。

【選挙管理委員:25％（４人中１人）】

今後も委員の交代時に女性の起用に努める。（参考：委員の補充員は４人中２人）

【農業委員会:13.8％（29人中４人）】

令和5年度の次期改選期には、女性の応募が増加するよう周知等を行っていく。

【固定資産評価審査委員:33.3％（３人中１人）】

委員の推薦依頼を、団体の女性部などにお願いしている。引き続き、女性登用に留意し

ていく。

【監査委員:0％（２人中０人）】

③市役所管理職（課長級以上）に占める女性の割合 人事課
12.1％

（H30年度）
14.9% 15.6% 20.6%

15％

（R2年度）
100%超 ◎

課長級ポストの1減、男性課長級の4減、女性課長級の3増により目標を達成した。

40代後半から50代の女性職員の割合が少ないため、短期的に数値の上昇は厳しい状

況だが、近年の職員採用状況を見ると男女の採用割合が接近しており、将来的には本

数値の改善が見込まれる。引き続き女性職員の管理職登用を進める。

（２）企業や団体等の方針決定の場における男女共同参画を促進します

（３）人材の育成とネットワークづくりを進めます

④ウィズサポーター登録者数 地域共生課
7人

（H30年度）
9人 9人 7人

10人

（R4年度）
0% △

令和３年度は新たな登録者はいなかった。登録者の増加に向けて、広報による周知や

講座参加者、チェリア塾受講者への呼びかけを行う。

施策の方向４　地域社会における男女共同参画の推進

（１）地域活動等における身近な男女共同参画を促進します

⑤自治会長に占める女性の割合 地域共生課
1.3％

（H30年4月初）
1.1% 1.5% 1.1%

2.6％

（R4年度）
0%未満 △

R3.4.1現在で５人／452自治会と若干減少した。会長は男性という固定観念にとらわ

れることのないよう、関係課と連携し各種会合や出前講座等で意識啓発を行っていく。

（２）防災分野における男女共同参画を促進します

⑥女性の消防士採用人数（累計） 消防本部
0人

（H30年度）
1人 1人 2人

1人

（R4年度）
100%超 ◎

女性消防職員を１名採用した。総務省消防庁の「令和４年度消防本部における女性

消防吏員活躍推進モデル事業」に提案・申請し採択された。PR動画作成やSNSによる

広報を展開していく。

（３）多様な人材の社会活動への参画を促進します

⑦障がい者雇用率 福祉企画課
2.24％

（H29年度）
2.31% 2.26% 2.14%

2.4％

（R4年度）
0%未満 △

コロナ禍の影響で、短時間勤務（20ｈ～30ｈ）の方が、労働時間が減り、20時間未

満になって、障がい者雇用のカウントから外れた事業所が結構あることが、障がい者雇用

率が減少した要因の一つである。

引き続き、関係機関と連携し、障がいのある人の多様な働き方に対応できるように支援を

行っていく。

⑧国際交流サロン利用者数 地域共生課
13,600人

（H28年度）
14,584人 5,718人 4,655人

15,000人

（R4年度）
0％未満 △

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、国際交流まつりや世界の料理フェアをオンライン

を活用して対応したことや、各種イベントの規模縮小等によりやや減少した。今後も、感染

対策を行いつつ各種イベントを行っていく。

項　目
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基本目標Ⅲ　いきいきと働くことができる環境づくり

成果指標　■職場における男女の不平等感を感じる割合　　60.5％（2017年・H29）　⇒　40.0％（2022年・R4）

　　　　　■家庭における男女の不平等感を感じる割合　　59.1％（2017年・H29）　⇒　40.0％（2022年・R4）

主な担当課
計画策定時

基準値

R1年度 実績

（2019年度）

R2年度 実績

（2020年度）

R3年度 実績

（2021年度）
目標値 進捗率

進捗

状況

R3年度進捗状況の要因分析

及び今後の取組み

施策の方向５　職域における男女の均等な機会と待遇の確保

（１）雇用等における男女の均等な機会と待遇を確保します

【R1まで】

①山形いきいき子育て応援企業登録数

52社

（H29年度）
139社 － －

150社

（R4年度）
89% ○

【R2から】

①一般事業主行動計画届出件数〔努力義務企業〕（累計）

7社

（R1年11月）
－ 16社 19社

13社

（R4年度）
100%超 ◎

②女性応援ポータルサイトアクセス件数 地域共生課
5,035件

（H30年1月末）
8,761件 15,664件 30,426件

7,200件

（R1年度）
100%超 ◎

新たに開設した自分らしくを応援するポータルサイトで、働く女性や、えるぼし認定、行動

計画策定、リーダーの会の企業紹介、関係機関のセミナー情報等を掲載したことにより、ア

クセス件数が伸びている。引き続き情報の充実を図る。

③市役所管理職（課長級）に占める女性の割合（再掲） 人事課
12.1％

（H30年度）
14.9% 15.6% 20.6%

15％

（R2年度）
100%超 ◎

課長級ポストの1減、男性課長級の4減、女性課長級の3増により目標を達成した。

40代後半から50代の女性職員の割合が少ないため、短期的に数値の上昇は厳しい状

況だが、近年の職員採用状況を見ると男女の採用割合が接近しており、将来的には本

数値の改善が見込まれる。引き続き女性職員の管理職登用を進める。

（２）自営業等における男女共同参画を促進します

④家族経営協定締結農家数（累計） 農業委員会
134件

（H30年3月末）
140件 143件 144件

増加

（R4年度）
増加 ◎ 引き続き会報「きらり」等で女性農業者への制度周知を図る。

施策の方向６　ワーク・ライフ・バランスの推進

（１）ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づくりを推進します

【R1まで】

⑤山形いきいき子育て応援企業登録数（再掲）

52社

（H29年度）
139社 － －

150社

（R4年度）
89% ○

【R2から】

⑤一般事業主行動計画届出件数〔努力義務企業〕（累計/再掲）

7社

（R1年11月）
－ 16社 19社

13社

（R4年度）
100%超 ◎

⑥市役所男性職員の育児休業取得者数 人事課
1人

（H29年度）
2人 1人 7人

1人以上

（R1年度）
100%超 ◎

他の子育てに関する休暇と合わせ、男性職員及びその上司等への周知に特に力を入れ

たことが奏効したと思われる。引き続き育児休業を取得しやすい、相談しやすい環境づくり

を進める。

⑦市役所職員の時間外勤務年間平均時間数 人事課
82.2時間

（H29年度）
85.0時間 85.5時間 79.1時間

減少

（R1年度）
減少 ◎

コロナ禍により、休廃止した事業があったことが影響し、時間外勤務の平均時間数が減少

したものと思われるが、一方で、産業医からの面接指導対象となる長時間労働職員は増

加傾向にある。引き続き職員の時間外勤務の削減や長時間労働職員の減少に努める。

（２）家庭生活における男女共同参画を促進します

⑧ウィズ出前講座受講団体数（累計/再掲） 地域共生課
6団体

（H31年2月末）
19団体 21団体 22団体

50団体

（R4年度）
36% △

新型コロナの影響により地域活動の機会が減少したため１回の開催にとどまった。令和４

年度は活動再開の兆しがみられるため、より伝わりやすい内容を工夫しながら家庭・地域

における意識啓発を行っていく。

（３）子育て・介護などのための社会的支援を充実します

⑨希望どおり保育サービスを利用できた割合 子育て支援課
79％

（H29年度）
－ －

R5年度に

アンケートで把握

90％

（R4年度）
－ － 令和５年度にアンケート調査で把握予定。

女性活躍支援員を配置し、市内企業を訪問し一般事業主行動計画策定の周知とサ

ポートを行った。引き続き企業訪問で啓発を図るとともに、女性応援ポータルサイト等でも

周知を行っていく。

女性活躍支援員を配置し、市内企業を訪問し一般事業主行動計画策定の周知とサ

ポートを行った。引き続き企業訪問で啓発を図るとともに、女性応援ポータルサイト等でも

周知を行っていく。

項　目

商工港湾課

商工港湾課
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主な担当課
計画策定時

基準値

R1年度 実績

（2019年度）

R2年度 実績

（2020年度）

R3年度 実績

（2021年度）
目標値 進捗率

進捗

状況

R3年度進捗状況の要因分析

及び今後の取組み

施策の方向７　多様な分野での女性の活躍の推進

（１）女性のスキルアップ機会を充実します

⑩女性活躍推進市民フォーラム参加者数 地域共生課
200人

（H29年度）
220人 － －

増加

（R1年度）
－ －

平成29年度から3か年開催し一定の成果を得たこと、新型コロナウイルス感染症の収束

が見通せないことから、令和3年度以降は市民フォーラムの開催はせず、女性向けセミナー

や企業の理解促進の取り組みにシフトしたもの。

⑪女性応援ポータルサイトアクセス件数（再掲） 地域共生課
5,035件

（H30年1月末）
8,761件 15,664件 30,426件

7,200件

（R1年度）
100%超 ◎

新たに開設した自分らしくを応援するポータルサイトで、働く女性や、えるぼし認定、行動

計画策定、リーダーの会の企業紹介、関係機関のセミナー情報等を掲載したことにより、ア

クセス件数が伸びている。引き続き情報の充実を図る。

（２）女性のチャレンジを支援します

⑫産業振興まちづくりセンター年間利用者数 商工港湾課
2,216人

（H31年1月末）
5,854人 4,950人 5,859人

2,500人

（R4年度）
100%超 ◎

コワーキング会員の利用のほか、女性の多様な働き方や生き方を考えるセミナーやビジネス

につながる各種講座の開催、相談体制の充実により利用者が増加した。引き続きセミ

ナーや講座等の開催や人と人、人と企業のマッチングにより女性活躍を支援する。

（３）性別により職域を限定しない働き方を支援します

⑬女性の消防士採用人数（累計/再掲） 消防本部
0人

（H30年度）
1人 1人 2人

1人

（R4年度）
100%超 ◎

女性消防職員を１名採用した。総務省消防庁の「令和４年度消防本部における女性

消防吏員活躍推進モデル事業」に提案・申請し採択された。PR動画作成やSNSによる

広報を展開していく。

基本目標Ⅳ　安心して暮らせる環境づくり

成果指標　■DV被害にあったことがある割合　　　　　　　　　　　  2.6％（2017年・H29）　⇒　  1.3％（2022年・R4）

　　　　　■DV被害者のうちどこ（誰）にも相談しなかった割合　　50.8％（2017年・H29）　⇒　25.4％（2022年・R4）

主な担当課
計画策定時

基準値

R1年度 実績

（2019年度）

R2年度 実績

（2020年度）

R3年度 実績

（2021年度）
目標値 進捗率

進捗

状況

R3年度進捗状況の要因分析

及び今後の取組み

施策の方向８　あらゆる暴力の根絶とサポート体制の充実

（１）女性に対する暴力を防ぐ環境を整えます

①デートDV防止講座受講学校数 地域共生課
1校

（H30年度）
2校 2校 3校

2校

（R4年度）
100%超 ◎ 各学校と連携し、令和３年度は高校２校（１増）、専門学校１校の計３校で実施し

た。引き続き各学校への働きかけを行う。

（２）相談・サポート体制を整えます

②ウィズの認知度 地域共生課
28.3％

（H29年度）
－ －

R4年度に

アンケートで把握

35％

（R4年度）
－ － 令和４年度にアンケート調査で把握予定。

施策の方向９　生涯を通じた健康づくりの推進

（１）性差に対する理解と生涯を通じた健康づくりを促進します

③人口10万人当たり自殺死亡者数 健康課
19.9人

（H27年度）
23.8人 未公表 未公表

15.5人

（R4年度）
0%未満 △

平成30年度に酒田市自殺対策計画を策定し、計画に基づき、相談窓口の充実や適切

な支援に繋ぐことのできる人材の育成のため、こころの健康相談を年７回、学区・地区で

のこころの研修会を年間延べ33回実施した。国、県に比べると、依然高い傾向にあること

から、今後も相談窓口の充実、自殺対策を支える人材の育成を行う。

④人口10万人当たりがん死亡者数 健康課
382.7人

（H27年度）

401.3人

［全国304.2人］
未公表 未公表

全国平均以下

（R4年度）
全国平均以上 △

実績値については年度毎で多少の差異はあるものの、計画策定時より増加している。令

和３年度は例年実施している広報への「お得な検診ガイド」のほかに、受診勧奨チラシの

折り込みも実施した。がんの早期発見・早期治療につながる検診の重要性について、さら

なる啓発に努めていく。

⑤市民の健康寿命 健康課
72.15歳

（H28年度）
未公表 未公表 未公表

75歳以上

（R4年度）
－ －

「さかた健康づくりビジョン」に位置付けられている分野ごとの取り組みが、健康寿命の延伸

に繋がるため、引き続き目標値の達成に向けて取り組んでいく。

項　目

項　目
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